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令和２年度　中国圏・四国圏広域地方計画推進検討業務
企画部
令和2年7月31日から令和3年2月26日まで
土木関係建設コンサルタント業務

支出負担行為担当官　四国地方整備局長　丹
羽　克彦
四国地方整備局　香川県高松市サンポート３
番３３号

令和2年7月30日

パシフィックコンサルタンツ（株）
四国支社
高松市紺屋町４－１０　鹿島紺屋
町ビル

8013401001509
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

14,322,000 13,992,000 97.7 0

令和２年度　災害に強く魅力ある四国のまちづくり支援検討
業務
建政部
令和2年7月21日から令和3年2月26日まで
土木関係建設コンサルタント業務

支出負担行為担当官　四国地方整備局長　小
林　稔
四国地方整備局　香川県高松市サンポート３
番３３号

令和2年7月20日
日本工営（株）四国支店
高松市丸の内４－４

2010001016851
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

8,987,000 8,987,000 100 0

令和２年度　海部野根道路橋梁予備設計（その１）業務
徳島河川国道事務所
令和2年8月1日から令和3年2月26日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
徳島河川国道事務所長　新宅 幸夫
徳島河川国道事務所　徳島県徳島市上吉野町
３丁目３５

令和2年7月31日
国際航業（株）徳島営業所
徳島県徳島市川内町金岡４０－
３

9010001008669
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

47,916,000 47,817,000 99.79 0

令和２年度　旧吉野川・今切川耐震対策実施方策検討業務
徳島河川国道事務所
令和2年7月7日から令和3年2月26日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
徳島河川国道事務所長　新宅 幸夫
徳島河川国道事務所　徳島県徳島市上吉野町
３丁目３５

令和2年7月6日
日本工営（株）四国支店
高松市丸の内４－４

2010001016851
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

27,995,000 27,984,000 99.96 0

令和２年度　長安口ダム貯水池搬出場予備設計業務
那賀川河川事務所
令和2年7月8日から令和2年12月25日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
那賀川河川事務所長　山本　卓男
那賀川河川事務所　徳島県阿南市領家町室の
内３９０

令和2年7月7日
八千代エンジニヤリング（株）四
国統括事務所
高松市天神前１０－１２

2011101037696
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

29,997,000 29,997,000 100 0

令和２年度　小見野々ダム再生検討業務
那賀川河川事務所
令和2年7月8日から令和3年2月26日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
那賀川河川事務所長　山本　卓男
那賀川河川事務所　徳島県阿南市領家町室の
内３９０

令和2年7月7日
八千代エンジニヤリング（株）四
国統括事務所
高松市天神前１０－１２

2011101037696
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

36,168,000 35,992,000 99.51 0

令和２年度　小見野々ダム周辺地質検討業務
那賀川河川事務所
令和2年7月7日から令和3年2月26日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
那賀川河川事務所長　山本　卓男
那賀川河川事務所　徳島県阿南市領家町室の
内３９０

令和2年7月6日
日本工営（株）四国支店
高松市丸の内４－４

2010001016851
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

22,990,000 22,990,000 100 0

令和２年度　那賀川総合土砂管理検討業務
那賀川河川事務所
令和2年7月10日から令和3年3月26日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
那賀川河川事務所長　山本　卓男
那賀川河川事務所　徳島県阿南市領家町室の
内３９０

令和2年7月9日
八千代エンジニヤリング（株）四
国統括事務所
高松市天神前１０－１２

2011101037696
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

29,997,000 29,997,000 100 0

令和２年度　那賀川水系高水計画検討外業務
那賀川河川事務所
令和2年7月2日から令和3年2月26日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
那賀川河川事務所長　山本　卓男
那賀川河川事務所　徳島県阿南市領家町室の
内３９０

令和2年7月1日

（株）四電技術コンサルタント　徳
島支店
徳島市応神町応神産業団地１３
－２８

1470001000158
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

39,941,000 39,930,000 99.97 0

令和２年度　四国山地深層崩壊土砂災害被害想定検討業務
四国山地砂防事務所
令和2年7月30日から令和3年1月29日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
四国山地砂防事務所長　星野　久史
四国山地砂防事務所　徳島県三好市井川町西
井川６８－１

令和2年7月29日
八千代エンジニヤリング（株）四
国統括事務所
高松市天神前１０－１２

2011101037696
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

19,063,000 19,063,000 100 0

令和２年度　四国山地砂防施設長寿命化計画検討業務
四国山地砂防事務所
令和2年7月30日から令和2年12月15日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
四国山地砂防事務所長　星野　久史
四国山地砂防事務所　徳島県三好市井川町西
井川６８－１

令和2年7月29日
日本工営（株）四国支店
高松市丸の内４－４

2010001016851
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

29,975,000 29,975,000 100 0

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
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公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

令和２年度　地震時斜面崩壊危険地域評価検討業務
四国山地砂防事務所
令和2年7月30日から令和3年2月26日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
四国山地砂防事務所長　星野　久史
四国山地砂防事務所　徳島県三好市井川町西
井川６８－１

令和2年7月29日
中電技術コンサルタント（株）　岡
山支社
岡山市東島田町１－８－１０

6240001006974
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

30,536,000 30,536,000 100 0

令和２年度　重信川環境整備検討業務
松山河川国道事務所
令和2年7月18日から令和3年3月10日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
松山河川国道事務所長　西野　毅
松山河川国道事務所　愛媛県松山市土居田町
７９７－２

令和2年7月17日

中央復建コンサルタンツ（株）四
国営業所
高松市寿町１－２－５　井門高松
ビル

3120001056860
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

18,997,000 18,997,000 100 0

令和２年度　松山管内道路網整備計画検討外業務
松山河川国道事務所
令和2年7月14日から令和3年3月19日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
松山河川国道事務所長　西野　毅
松山河川国道事務所　愛媛県松山市土居田町
７９７－２

令和2年7月13日
（株）長大　松山事務所
松山市三番町７－１３－１３

5010001050435
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

35,662,000 35,662,000 100 0

令和２年度　中山川橋予備設計業務
松山河川国道事務所
令和2年7月14日から令和2年12月18日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
松山河川国道事務所長　西野　毅
松山河川国道事務所　愛媛県松山市土居田町
７９７－２

令和2年7月13日
（株）エイト日本技術開発　四国
支社
松山市空港通２－９－２９

7260001000735
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

26,631,000 26,620,000 99.96 0

令和２年度　高知管内排水作業計画検討業務
高知河川国道事務所
令和2年7月17日から令和3年2月26日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
高知河川国道事務所長　多田　直人
高知河川国道事務所　高知県高知市六泉寺町
９６－７

令和2年7月16日
日本工営（株）四国支店
高松市丸の内４－４

2010001016851
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

26,895,000 26,884,000 99.96 0

令和２年度　渡川水系治水対策検討業務
中村河川国道事務所
令和2年7月14日から令和3年2月26日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
中村河川国道事務所長　伊賀　達也
中村河川国道事務所　高知県四万十市右山２
０３３－１４

令和2年7月13日
（株）建設技術研究所　四国支社
高松市紺屋町１－３

7010001042703
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

21,967,000 21,967,000 100 0

令和２年度　坂折トンネル詳細設計業務
中村河川国道事務所
令和2年7月16日から令和3年2月26日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
中村河川国道事務所長　伊賀　達也
中村河川国道事務所　高知県四万十市右山２
０３３－１４

令和2年7月15日
（株）オリエンタルコンサルタンツ
高知事務所
高知市南御座１２－１９

4011001005165
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

34,353,000 34,320,000 99.9 0

令和２年度　馬地第１トンネル詳細設計業務
中村河川国道事務所
令和2年7月14日から令和3年2月26日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
中村河川国道事務所長　伊賀　達也
中村河川国道事務所　高知県四万十市右山２
０３３－１４

令和2年7月13日

パシフィックコンサルタンツ（株）
四国支社
高松市紺屋町４－１０　鹿島紺屋
町ビル

8013401001509
本業務は、プロポーザル方式により特定した者と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

33,550,000 33,550,000 100 0

令和２年度　露出した鉄筋等に対する除錆・防錆技術調査業
務
四国技術事務所
令和2年7月21日から令和3年2月26日まで
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
四国技術事務所長　赤澤　善樹
四国技術事務所　香川県高松市牟礼町牟礼１
５４５

令和2年7月20日
（一財）土木研究センター
東京都台東区台東１－６－４

6010505002096

本業務は、「公共工事等における新技術活用システム」実
施要領についてに定められた「テーマ設定型（技術公
募）」を行うものである。「新技術活用システム会議」で
の審議を経て公募・選定した第三者機関と、
会計法２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号
に基づき随意契約するものである。

11,484,000 11,440,000 99.62 0


